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１  事業地域の特性 

 

（ １ ） 交付対象施設の概要 

① ＭＯ Ｘ 燃料加工施設 

ＭＯ Ｘ 燃料加工施設は、 再処理工場（ 平成５ 年４ 月着工、 平成２ ２ 年１ ０ 月し

ゅ ん工予定） において使用済燃料を再処理し て得ら れるＭＯ Ｘ 粉末（ ウラ ン・ プ

ルト ニウム混合酸化物粉末） を、 再び原子力発電所の燃料と し て用いるため、 燃

料集合体に加工する施設である。  

平成１ ３ 年８ 月、 県は、 日本原燃（ 株） から ＭＯ Ｘ 燃料加工施設に係る立地協

力要請を受け、 専門家による安全性のチェ ッ ク ・ 検討を行う と と も に、 県議会・

県内各市町村長や多く の県民などから 意見を伺っ たう えで、安全確保を 第一義に、

地域振興に寄与するこ と を 前提と し て、 平成１ ７ 年４ 月、 こ れを 受諾し た。  

同月、日本原燃（ 株） は、国に事業許可申請を行い、国の安全審査が行われた。  

平成２ ２ 年５ 月、 加工事業の許可を受け、 同年１ ０ 月に着工し たが、 平成２ ３

年３ 月に発生し た東北地方太平洋沖地震以降、 本格工事を見合わせていたが、 平

成２ ４ 年４ 月から 工事を再開し ている。  

 

○ ＭＯ Ｘ 燃料加工施設の概要 

位 置 青森県上北郡六ヶ 所村弥栄平地区 

敷 地 面 積 約３ ８ ０ 万㎡（ サイ ク ル施設全体）  

最大処理能力 １ ３ ０ ト ンＨ Ｍ1／年 

 

○ 建設工程 

着 工 平成２ ２ 年１ ０ 月 

し ゅ ん 工 平成３ ４ 年度上期（ 予定）  

（ 事業変更許可申請書による）  

 

② 使用済燃料中間貯蔵施設 

使用済燃料中間貯蔵施設は、原子力発電所で使い終わっ た燃料を再処理するま

での間、 貯蔵する施設である。  

平成１ ６ 年２ 月、 県は、 東京電力（ 株） から 使用済燃料中間貯蔵施設に係る立

地協力要請を受け、専門家による安全性チェ ッ ク・ 検討を行う と と も に、県議会・

各市町村長や多く の県民などから 意見を伺っ たう えで、 安全確保を 第一義に、 地

域振興に寄与するこ と を前提と し て、 平成１ ７ 年１ ０ 月、 こ れを 受諾し た。  

同年１ １ 月、 東京電力（ 株） と 日本原子力発電（ 株） の両社により 「 リ サイ ク

ル燃料貯蔵（ 株）」 がむつ市に設立さ れ、 平成１ ９ 年３ 月、 １ 棟目（ 約 3, 000 ト

                                            
1 ト ンＨ Ｍと は、 金属ウラ ンと 金属プルト ニウムの質量の合計を表わす値 
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ン） について国に事業許可申請を行い、 国の安全審査が行われた。  

平成２ ２ 年５ 月、 使用済燃料貯蔵事業の許可を受け着工し 、 貯蔵建屋は平成２

５ 年８ 月に完成し た。  

 

○ 使用済燃料中間貯蔵施設の概要 

位 置 青森県むつ市関根字水川目地内 

敷 地 面 積 約２ ６ ヘク タ ール（ 本体用地）  

貯 蔵 量 5, 000 ト ン（ １ 棟目： 約 3, 000 ト ン）  

貯 蔵 方 式 金属製乾式キャ スク 方式 

 

○ 建設工程（ １ 棟目）  

工 事 の 開 始 平成２ ２ 年８ 月 

事 業 開 始 ２ ０ ２ １ 年度（ 予定）  

（ 事業変更許可申請書等による）  

 

 ③ 大間原子力発電所 

大間原子力発電所は、 電源開発（ 株） が下北郡大間町に全炉心でのＭＯ Ｘ 燃料

１ ３ ８ . ３ 万ｋ Ｗの改良型沸騰水型軽水炉（ Ａ Ｂ ＷＲ ） を建設する計画である。  

平成１ １ 年８ 月、 国の電源開発基本計画に組み入れら れ、 平成１ １ 年９ 月、 電

源開発（ 株）から 国に原子炉設置許可申請が行われ、国の安全審査が開始さ れた。  

平成１ ６ 年３ 月、 用地取得難航に伴う 配置計画の見直し により 、 当初の原子炉

設置許可申請を取り 下げ、 改めて原子炉設置許可申請を行い、 国の安全審査が行

われた。  

平成２ ０ 年４ 月、 原子炉の設置が許可さ れ、 同年５ 月に着工し たが、 平成２ ３

年３ 月に発生し た東北地方太平洋沖地震以降、 本格工事を休止し ていたが、 平成

２ ４ 年１ ０ 月に工事を再開し ている。  

 

○ 大間原子力発電所の概要 

位 置 青森県下北郡大間町 

敷 地 面 積 約 130 万㎡ 

電 気 出 力 138 万 3 千ｋ Ｗ 

原 子 炉 形 式 改良型沸騰水型軽水炉（ Ａ Ｂ ＷＲ ）  

燃 料 の 種 類 ＭＯ Ｘ 燃料、 低濃縮ウラ ン 

 

○ 建設工程 

着 工 平成２ ０ 年５ 月 

運 転 開 始 未 定 

（ ２ ０ １ ９ 年度供給計画等による）  
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（ ２ ） 事業地域 

 青森県内における核燃料サイ ク ル施設の立地及び隣接地域は、ＭＯ Ｘ 燃料加工

施設の立地が計画さ れている六ヶ 所村、使用済燃料中間貯蔵施設の立地が計画さ

れているむつ市、 大間原子力発電所の建設が進めら れている大間町と 、 こ れら の

隣接及び隣々接市町村である十和田市、 三沢市、 平内町、 野辺地町、 七戸町、 六

戸町、 横浜町、 東北町、 おいら せ町、 東通村、 風間浦村、 佐井村の３ 市８ 町４ 村

の計１ ５ 市町村であり 、 そのほと んどが上北地域と 下北地域と なっ ている。  

 一方、青森県内における原子燃料サイ ク ル施設をはじ めと する原子力関連施設

の立地については、 上北地域及び下北地域はも と より 、 県民全体の理解と 協力の

下に進めら れてきたと こ ろ であり 、原子力関連施設の立地に伴う 地域振興策の実

施に当たっ ては、 全県振興に資する事業にも 配慮するこ と が重要である。  

こ のため、 ＭＯ Ｘ 燃料加工施設、 使用済燃料中間貯蔵施設、 大間原子力発電所

の設置同意を 契機に国から 交付さ れる 核燃料サイ ク ル交付金の事業地域と し て

は、 上北地域・ 下北地域を 重点地域と し つつ、 県域全体と する必要がある。  
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区 分 
ＭＯ Ｘ 燃料加工施設 

使用済燃料 

中間貯蔵施設 
大間原子力発電所 

上北地域 下北地域 上北地域 下北地域 上北地域 下北地域 

核燃料サイ ク ル施設

の設置がそ の区域内

において 行われて い

る市町村の区域 

（ 重点地域）  

六ヶ 所村   むつ市   

 

上 記 に 隣 接 す

る 市 町 村 の 区

域 

（ 重点地域）  

［ 隣接］  

三沢市 

野辺地町 

横浜町 

東北町 

 

［ 隣々

接］  

十和田市 

平内町 

七戸町 

おいら せ町 

六戸町 

［ 隣接］  

東通村 

 

 

 

 

［ 隣々

接］  

むつ市 

［ 隣接］  

横浜町 

 

 

 

 

［ 隣々

接］  

野辺地町 

六ヶ 所村 

［ 隣接］  

東通村 

大間町 

風間浦村 

佐井村 

  

その他の区域 上記を除く 県内全域 上記を 除く 県内全域  

特定軽水型実用発電

用原子炉の設置がそ

の区域内において 行

われて いる 市町村の

区域（ 重点地域）  

     大間町 

 

上 記 に 隣 接 す

る 市 町 村 の 区

域 

（ 重点地域）  

     

 

 

 

 

［ 隣々

接］  

横浜町 

［ 隣接］  

むつ市 

風間浦村 

佐井村 

 

［ 隣々

接］  

東通村 

その他の区域   上記を除く 県内全域 
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事業地域位置図 

 

 

凡例 

    上北地域 

下北地域    （ 重点地域）  

むつ小川原地域 

（ その他の地域）  

- 6 -



 
 

（ ３ ） 事業地域の現状と 背景 

 

① むつ小川原開発の経緯 

重点地域１ ５ 市町村のう ち、 むつ湾及び小川原湖周辺の１ ２ 市町村から なる地

域は、 むつ小川原地域と し て、 こ れまで３ ０ 年以上にわたっ て開発が進めら れて

き ている。 こ の地域において、 巨大臨海コ ンビナート の形成を軸と し た大規模工

業基地の建設を推進する構想が、 昭和４ ４ 年策定の「 新全国総合開発計画」 に位

置づけら れた。 むつ小川原開発は、 国土利用の抜本的再編成を基本と し つつ、 農

林水産業を主体と する地域の産業構造を、 石油などの基幹型工業の導入を契機に

高度化し 、 県民全体の生活の安定と 向上に寄与するこ と を目標と し て取り 組まれ

てき た国家プロジェ ク ト である。  

一方、 むつ小川原開発は、 二度のオイ ルショ ッ ク をはじ め、 産業経済活動のグ

ローバル化や国際競争の激化など、経済社会情勢の大き な変化に強く 影響を受け、

従来の大規模工業開発の建設に替わる新たな開発の展開が求めら れた。  

こ う し た中で、 むつ小川原地域は、 港湾、 道路などの基盤整備が着々と 進めら

れ、 国策による国家石油備蓄基地や原子燃料サイ ク ル施設に加え、 液晶関連企業

や研究機関が立地するなど、 科学技術分野における新たな産業集積の拠点形成が

進みつつある。  

こ のよう な状況を踏まえ、 平成１ ９ 年に、 新むつ小川原開発基本計画が策定さ

れ、 今後のむつ小川原開発においては、 環境・ エネルギー及び科学技術の分野に

おける研究開発及び産業立地を推進すると と も に、 豊かな生活環境を整備し 、 世

界に貢献する新たな「 科学技術創造圏2」 の形成を目指すこ と と し ている。  

 

② 原子力関連施設の立地 

重点地域である上北地域・ 下北地域には、 旧原子力船「 むつ」 の関連施設を は

じ めと し て、 原子燃料サイ ク ル施設、 東北電力( 株) 東通原子力発電所が立地さ れ

ているほか、大間原子力発電所、ＭＯ Ｘ 燃料加工施設、使用済燃料中間貯蔵施設、

東京電力( 株) 東通原子力発電所など、 我が国の原子力政策にと っ て重要な施設が

立地、 計画さ れている。  

六ヶ 所村の原子燃料サイ ク ル施設については、 昭和５ ９ 年に電気事業連合会か

ら 立地協力要請があり 、 県と し ては、 国策上重要な施設であると の認識の下、 県

内各界各層の意見等を踏まえ、 安全確保を 第一義に、 地域振興に寄与するこ と を

前提に受諾し たも のである。 現在、 ウラ ン濃縮工場、 低レベル放射性廃棄物埋設

センタ ー、 高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センタ ーが操業し ており 、 再処理工場

は本格操業に向け、 最終段階のアク ティ ブ試験が進めら れていると こ ろ である。  

平成１ ３ 年に日本原燃( 株) から 立地協力要請のあっ た六ヶ 所村のＭＯ Ｘ 燃料

加工施設については、 県、 六ヶ 所村が平成１ ７ 年に立地を受諾し 、 同年、 事業許

                                            
2 日本が目指す科学技術立国の実現に向け、 我が国及び国際社会への貢献や青森県の雇用拡大など地域振興に資する観点か

ら 、 新むつ小川原開発基本計画において開発の基本的な方向と し て位置づけら れたも の 
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可申請がなさ れ、 現在、 国の安全審査中である。  

平成１ ６ 年に東京電力( 株) から 立地協力要請があっ たむつ市の使用済燃料中

間貯蔵施設については、 県、 むつ市が平成１ ７ 年に立地を受諾し 、 平成１ ９ 年に

事業許可申請がなさ れ、 現在、 国の安全審査中である。  

世界初の全炉心ＭＯ Ｘ 燃料装荷の大間原子力発電所については、 平成１ １ 年の

原子炉設置許可申請に対し 、 平成２ ０ 年に設置許可がなさ れ、 現在、 平成２ ６ 年

の運転開始に向けて建設が進めら れている。  

また、 核融合の研究開発のためのＩ Ｔ Ｅ Ｒ 計画については、 平成１ ７ 年にフ ラ

ンス・ カ ダラ ッ シュ にサイ ト が決定し たが、 同時に、 日欧協力による今後の核融

合研究開発を支援するためのプロジェ ク ト と し て「 幅広いアプローチ」 が日本で

実施さ れるこ と と なっ た。 六ヶ 所村には、 国際核融合エネルギー研究センタ ーが

整備さ れるこ と と なり 、 Ｉ Ｔ Ｅ Ｒ の次世代炉である原型炉の実現を国際的に先導

する各種研究開発が実施さ れるこ と と なっ ている。  

こ のよう に、 上北地域・ 下北地域は、 我が国の核燃料サイ ク ル政策、 原子力政

策にと っ て必要不可欠な施設が立地・ 計画さ れ、 国策に多大な貢献をし ている地

域であり 、 こ う し た特性を 生かし 、 原子力関連産業の立地に伴う 地域振興、 雇用

促進を図っ ていく こ と が必要と なっ ている。  

 

  ③ 青森県の特性と 課題 

本県には、 １ ０ 市２ ２ 町８ 村の計４ ０ 市町村があり 、 人口は 143 万７ 千人で全

国第２ ８ 位、 面積は、 9, 607. 05 平方キロメ ート ルで全国第８ 位と なっ ている。  

三方を海に囲まれ、県の中央部に位置する奥羽山脈が県内を二分し ているなど、

海域や地形が複雑なこ と から 、同じ 県内でも 、地域によっ て気候が大き く 異なる。 

 中でも 、 冬季における津軽地方の大雪と 、 夏季における太平洋側を中心と し た

偏東風（ ヤマセ） が代表的な違いと なっ ており 、 冬は、 冷たく 湿っ た空気が奥羽

山脈にぶつかり 津軽地方に雪を降ら せる一方、 太平洋側は、 奥羽山脈が障壁と な

っ て乾燥し た晴天の日が多い。 夏は、 冷たく 湿っ た偏東風（ ヤマセ） のため、 太

平洋側で低温・ 多湿の日が多いのが特徴である。  

 こ う いっ た地域特性を生かし 、 主に津軽地方では米やり んごづく り 、 県南地方

では野菜づく り や畜産業が盛んであり 、 全国有数の農業県と なっ ている。  

以下、 重点地域を中心に各地域の特性と 課題について記述するこ と と する。  

 

（ 県の財政状況）  

（ 単位： 百万円）  

歳入総額 歳出総額 財政力指数 

709, 336 704, 705 0. 327 

（ 青森県 平成２ ０ 年度決算）  
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（ 県の人口、 世帯数）  

青森県の人口は、 平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日現在 1, 436, 657 人で、 前回調査の平成

１ ２ 年に比べ、 39, 071 人、 2. 6％減少し ている。  

 

人口( 人)  世帯数 

1, 436, 657 510, 779 

資料： 総務省「 平成１ ７ 年国勢調査」  

 

 

 ④ 重点地域： 上北地域の特性と 課題 

上北地域は、 県の東南部に位置し 、 十和田市、 三沢市、 野辺地町、 七戸町、 六

戸町、 横浜町、 東北町、 六ヶ 所村、 おいら せ町の２ 市６ 町１ 村で構成さ れ、 人口

はおよそ 21 万 6 千人、 面積は 2, 090 平方キロメ ート ル( 県土の 21. 8％) と なっ て

いる。  

国道 4 号や国道 102 号などを 幹線と する道路網が形成さ れ、 鉄路では、 Ｊ Ｒ 東

北本線、 Ｊ Ｒ 大湊線、 十和田観光電鉄が運行さ れているほか、 空路と し て三沢空

港を 有すると と も に、 平成 22 年度には、 東北新幹線全線開業により 、 七戸町に新

駅が設置さ れるなど、 本県の交通の要衝と なっ ている。  

地形は、 太平洋と 陸奥湾及び八甲田山系に囲まれ、 ほぼ平坦な台地が広く 分布

し 、 地域の南側を、 十和田湖を源と する奥入瀬川が西から 東に流れ、 太平洋に達

し ており 、 北部太平洋側には、 小川原湖などの湖沼が点在し ている。  

気候は、 春の終わり から 夏にかけて冷たいヤマセが吹く こ と があるが、 冬は晴

天の日が多く 、 雪は比較的少ない。  

産業面では、 農業産出額が県内で最も 高く 、 中でも 、 酪農、 肉用牛、 養鶏、 養

豚などの畜産業と 、 ながいも 、 にんにく 、 ごぼう を始めと する野菜の占める割合

が大きく 、 また、 水産業では、 陸奥湾でのホタ テ養殖や小川原湖などでの内水面

漁業などが盛んであり 、県内でも 食料供給基地と し て重要な役割を果たし ている。 

今後、 さ ら に食料供給基地から 食料戦略基地へと 機能を強化し 、 地域の重要な

「 生業( なり わい) 」 である農林水産業を一層振興し ていく ためには、 農林水産物

の高付加価値化と 担い手の育成に積極的に取り 組んでいく 必要がある。  

むつ小川原開発地域の中心である六ヶ 所村は、 国内でも 有数の風力発電立地地

域であり 、 全国初と なる蓄電池併設型ウイ ンド フ ァ ームが立地するなど、 先進的

な取組も 行われているほか、 我が国のエネルギー政策にと っ て重要な施設である

国家石油備蓄基地や原子燃料サイ ク ル施設、 Ｉ Ｔ Ｅ Ｒ 関連施設が立地するなど、

我が国有数のエネルギー関連施設や世界最先端の技術が集積し ている。  

今後は、 こ う し た先端的エネルギー産業の集積を地域経済の活性化や雇用の確

保につなげていく こ と が求めら れている。  
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（ 構成市町村の財政状況）  

（ 単位： 百万円）  

市町村名 
歳入 
総額 

歳出 
総額 

財政力 
指数 

市町村名 
歳入 
総額 

歳出 
総額 

財政力 
指数 

十和田市 30, 462 29, 424 0. 440 横浜町 3, 240 3, 134 0. 243 
三沢市 20, 698 20, 154 0. 509 東北町 14, 064 13, 901 0. 313 
野辺地町 5, 195 5, 072 0. 404 六ヶ 所村 10, 466 10, 176 1. 777 
七戸町 10, 134 9, 756 0. 208 おいら せ町 9, 634 9, 380 0. 481 
六戸町 5, 078 4, 914 0. 344  

資料： 青森県「 平成２ ０ 年度市町村財政概要」  

 

（ 構成市町村ごと の人口、 世帯数）  

上北地域の人口は、 ２ １ 万５ ， ５ ８ ９ 人で、 県全体の約１ ５ ％を 占めており 、

こ のう ち十和田市と 三沢市で全体の半分を 超えている。  

 

市町村名 人口( 人)  世帯数 市町村名 人口( 人)  世帯数 
十和田市 68, 359 25, 358 横浜町 5, 097 1, 872 
三沢市 42, 425 15, 946 東北町 20, 016 6, 020 
野辺地町 15, 218 5, 880 六ヶ 所村 11, 401 4, 729 
七戸町 18, 471 5, 823 おいら せ町 24, 172 8, 009 
六戸町 10, 430 3, 231 合計 215, 589 76, 868 

資料： 総務省「 平成１ ７ 年国勢調査」  

 

（ 域内総生産）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

域内総生産は 7, 206 億

円と なっ ており 、県全体

の 16. 9％を 占めており 、

政府等サービス、サービ

ス業のほか、 建設業、 製

造業の割合が高く な っ

ている 。  

県全体と 比べる と 、農

業、 製造業、 建設業の割

合が高く 、 卸売・ 小売業

やサービ ス 業が低く な

っ ている。  

3.9

6.5

9.7

13.9

7.8

15.0

13.8

8.6

5.0

3.1

12.5

10.9

7.2

4.7

21.0

18.2

19.6

20.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県

上北

域内総生産の経済活動別構成

農 業 林 業 水 産 業 鉱 業 製 造 業

建 設 業 電気・ｶﾞｽ・水道業 卸売・小売業 金融・保険業 不動産業

運輸・通信業 ｻｰﾋﾞｽ業 政府等ｻｰﾋﾞｽ

資料：県企画政策部「平成17年度市町村民経済計算」
※帰属利子等を控除していないため、合計は１００％を超える。

政府等サービス

7,206億円

4兆2,748億円

サービス業不動産業農業

金融・
保険業

卸売・
小売業建設業製造業

運輸・
通信業
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12.4 

13.4 

10.5 

12.6 

11.1 

13.3 

17.6 

14.2 

5.5 

3.9 

32.4 

32.3 

5.5 

6.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県

上北

地域の就業人口構成

農業 林業 漁業 鉱業

製造業 建設業 電気・ガス・水道業 卸売・小売業
金融・保険業 不動産業 運輸･情報通信業 サービス業

公務

107,744人

679,361人

資料：平成１７年国勢調査（総務省）※分類不能の人数を除く。

公務サービス業
運輸・
情報通信業

卸売・
小売業建設業製造業農業

20.4%

12.8%

22.6%

39.1%

26.7%

0.1%

24.4%

42.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県

上北

農業産出額（平成１８年）

米 野菜 果実 花き 工芸農作物 畜産 その他

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

米 野菜

果実

畜産

８４３億円

２，８８５億円

（ 就業人口）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 農業産出額）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 重点地域： 下北地域の特性と 課題 

下北地域は、 県の北東部に位置し 、 むつ市、 大間町、 東通村、 風間浦村、 佐井村

の１ 市１ 町３ 村で構成さ れ、 人口はおよそ 8 万 3 千人、面積は 1, 415 平方キロメ ー

ト ル( 県土の 13. 3％) と なっ ており 、 四方を 海に囲まれ、 海に突き 出た特徴的な地

形から 「 まさ かり 半島」 と も 呼ばれている。  

地域内でも 場所により 気候が異なるこ と が特徴で、 陸奥湾に面し ている西通り

では、 夏は比較的暑く 、 冬に雪が多い、 津軽海峡に面し ている北通り では、 冬に海

峡から 吹き つける風が強く 、 降雪量及び積雪量が少ない、津軽海峡と 太平洋に面し

ている東通り では、夏は北東から 吹く ヤマセの影響で涼し く 、 冬は沿岸部で雪が少

ない、 などと なっ ている。  

地域の交通については、「 まさ かり 」 の柄の部分を通る１ 本の鉄道( Ｊ Ｒ 大湊線)

と ２ 本の国道( 国道 279 号、 国道 338 号) で上北地域と 結ばれており 、さ ら にはその

２ 本の国道が地域を 周回する 形で結ばれる こ と で主要な道路網が形成さ れている

が、 今後は、 高速交通体系を含めた道路網の整備が望まれている。 また、 海路と し

て、 東青地域と 結ぶ航路や、 北海道と の航路も 有し 、 生活や交流の重要な手段と な

っ ている。  

産業面では、良好な漁場を 有するこ と から 、漁業が盛んであり 、全国的な知名度

就 業 人 口 は 10 万

7, 744 人と なっ ており 、

県全体の 15. 9％を 占め

ており 、サービス業の割

合が最も 高く 、 次いで、

卸売・ 小売業、 農業、 建

設業が高く なっ ている。 

県全体と 比べる と 、製

造業や建設業の割合が

高く 、 卸売・ 小売業は低

く なっ ている。  

農業産出額は県内で

最も 高く 、平成１ ８ 年は

約 843 億円と なっ てい

る。 特に、 にんにく 、 な

がいも を 始めと する 野

菜と 、畜産の割合が非常

に高く なっ ている。  
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を誇る大間マグロを始め、 ヒ ラ メ 、 サケ、 タ ラ 、 コ ンブなどの多種多様な水産物が

水揚げさ れている。 農業では、 産出額の過半を占める畜産が盛んなほか、 耕作面積

は少ないながら も ブルーベリ ーやワイ ン 用のぶどう の栽培など風土に適し た特徴

ある産物づく り が行われており 、 また、 日本三大美林に数えら れる青森ヒ バの産地

であるこ と から 、 ヒ バを活用し た産品づく り も 進めら れている。 し かし 、 こ れら 地

域の特徴である多種多様な農林水産物については、生産量が限ら れているこ と に加

え、付加価値を 高める加工や販売面での動き が十分でないこ と などが課題と なっ て

いる。  

第一次産業以外では、 津軽海峡沿いに国内有数の規模を 誇る風力発電施設が立

地し ているほか、原子力関連施設や海洋研究施設など高度な技術を持つ施設も 多く

立地し ており 、こ れら の施設・ 技術を活用し た新たな産業づく り が期待さ れている。 

観光面では、恐山や仏ヶ 浦など豊富な資源を有し ているにも かかわら ず、観光客

入込数が伸びていないのが現状で、宿泊客数も 減少傾向にあるこ と から 、資源の有

効活用と それに伴う 観光客、 中でも 宿泊客数の増加を図るこ と が求めら れている。 

 

（ 構成市町村の財政状況）  

（ 単位： 百万円）  

市町村名 
歳入 
総額 

歳出 
総額 

財政力 
指数 

市町村名 
歳入 
総額 

歳出 
総額 

財政力 
指数 

むつ市 31, 119 32, 528 0. 411 風間浦村 2, 539 2, 491 0. 118 

大間町 4, 746 4, 550 0. 262 佐井村 3, 080 3, 013 0. 112 

東通村 9, 901 9, 675 1. 239  

資料： 青森県「 平成２ ０ 年度市町村財政概要」  

 

（ 構成市町村ごと の人口、 世帯数）  

下北地域の人口は、 8 万 3, 752 人で、 県全体の約 5. 8％を 占めており 、 こ のう

ち、 むつ市が 75％程度を占めている。  

 

市町村名 人口( 人)  世帯数 市町村名 人口( 人)  世帯数 

むつ市 64, 052 24, 476 風間浦村 2, 603 931 

大間町 6, 212 2, 179 佐井村 2, 843 1, 022 

東通村 8, 042 2, 623 合計 83, 752 31, 231 

資料： 総務省「 平成１ ７ 年国勢調査」  
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3.9

1.1

9.7

2.5

7.8

9.2

2.5

8.9

13.8

10.0

5.0

3.9

12.5

11.8

7.2

4.2

21.0

17.0

19.6

32.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県

下北

域内総生産の経済活動別構成

農 業 林 業 水 産 業 鉱 業 製 造 業

建 設 業 電気・ｶﾞｽ・水道業 卸売・小売業 金融・保険業 不動産業

運輸・通信業 ｻｰﾋﾞｽ業 政府等ｻｰﾋﾞｽ

資料：県企画政策部「平成17年度市町村民経済計算」
※帰属利子等を控除していないため、合計は１００％を超える。

政府等サービス

2,624億円

4兆2,748億円

サービス業不動産業

金融・
保険業

卸売・

小売業建設業

製造業

運輸・

通信業

電気・
ガス・

水道業

農業

12.4 

2.9 

1.5 

7.8 

10.5 

8.4 

11.1 

14.5 

17.6 

15.6 

5.5 

3.4 

32.4 

31.0 

5.5 

12.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県

下北

地域の就業人口構成

農業 林業 漁業 鉱業 製造業

建設業 電気・ガス・水道業 卸売・小売業 金融・保険業 不動産業

運輸･情報通信業 サービス業 公務

37,456人

679,361人

資料：総務省「平成１７年国勢調査」※分類不能の人数を除く。

公務サービス業
運輸・
情報通信業卸売・小売業建設業製造業

農業

漁業

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

東青

中南

三八

西北

上北

下北

（トン）

地域別海面漁業・養殖業（ホタテガイ養殖のみ掲載）生産量（平成18年）

魚類 エビ類 カニ類 貝類 イカ類 タコ類 ウニ類 ナマコ類 その他の水産動物類 海藻類 ホタテガイ養殖

資料：農林水産省「海面漁業漁獲統計、海面養殖収穫統計」

（ 域内総生産）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 就業人口）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 海面漁業・ 養殖業生産量）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

域内総生産は 2, 624 億

円と なっ て おり 、 県全体

の 6. 1％を占めており 、政

府等サービ ス、 サービ ス

業のほか、 不動産業の割

合が高く なっ ている。  

県全体と 比べる と 、 電

気･ガス･水道業や政府等

サービ スの割合が高く 、

サービ ス 業や卸売･小売

業が低く なっ ている。  

就業人口は 3 万 7, 456

人と なっ て おり 、 県全体

の 5. 5％を占めており 、サ

ービ ス業の割合が最も 高

く 、 次いで卸売・ 小売業、

建 設 業 が 高 く な っ て い

る。  

県全体と 比べる と 、 漁

業や公務の割合が高く 、

農業の割合が低く な っ て

いる。  

平成 18 年の海面漁業・

養殖業生産量は、約 3. 5 万

ト ン と なっ ており 、 ホタ

テ ガイ の養殖を 除く と 三

八地域に次ぐ 生産量と な

っ ている。魚類、イ カ 類に

加えて、 タ コ 類、 ウニ類、

海藻類など の生産も 多い

のが特徴と なっ ている。  
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⑥ その他の地域の特性と 課題 

重点地域である上北地域に隣接する東青地域は、 県都を擁し 、 商業・ 流通などの

経済活動が集積し 、文化、教育、福祉、医療などでも 中心的な役割を 担う と と も に、

陸海空の交通の要衝と し て、 本県の玄関口を担っ ており 、 東北新幹線新青森駅開業

に向けて、 県内随一のヒ ト 、 モノ 、 カ ネ、 情報の交流拠点と し ての役割が一層高ま

っ ている。 産業面では、 第 1 次産業は小規模な複合経営が主体であるが、 ホタ テや

り んごについては、本県を代表する農林水産物の主要な産地と し ての地位を確立し

ており 、 八甲田牛やソ バ、 ナマコ 、 龍飛本マグロなど、 今後が期待さ れる品目も 登

場し ている。  

県の東南端に位置し 、 重点地域である上北地域に隣接する三八地域は、 春の終わ

り から 夏にかけてはヤマセと 呼ばれる冷涼湿潤な偏東風が吹き 、低温の日が多く あ

るが、 冬季は冷え込みが厳し いながら も 晴天の日が多く 、 平野部での降雪量が少な

いのが特徴である。 平成１ ４ 年１ ２ 月に東北新幹線八戸駅が開業し 、 東京・ 八戸間

が最短２ 時間５ ４ 分で結ばれたほか、東北自動車道八戸線が八戸市まで整備さ れて

おり 、 三八地域と 首都圏と を つなぐ 人的、 物的な大動脈と なっ ている。  

県の南西部に位置する中南地域は、冬は北西の季節風が強く 積雪量も 多いも のの、

ヤマセの影響が少なく 、全国有数の豪雪地帯である青森県の中にあっ ては比較的温

暖な地域である。 基幹道路と し て国道 7 号、 国道 102 号、 東北縦貫自動車道が県内

外に伸びており 、 鉄路と し てＪ Ｒ 奥羽本線､Ｊ Ｒ 五能線、 弘南鉄道が運行さ れてい

る。 平成２ ２ 年度の東北新幹線全線開業により 、 三八・ 上北地域や首都圏へのアク

セスがより 一層向上し 、 便利になるこ と が見込まれる。 産業と し ては、 米と り んご

を中心と し た農業が盛んであり 、 特にり んご主体の果実は、 県全体の果実の農業産

出額の６ 割以上を占めている。 また、 弘前大学や地方独立行政法人 青森県産業技

術センタ ーなど数々の試験研究機関があり 、こ れら の地域資源を最大限に生かし て、

異業種間での連携・ 協働を強力に進め、 農産物の付加価値の向上や新たな産業の創

出・ 集積を図るこ と が期待さ れている。  

県の西北部に位置する西北地域は、 夏季は内陸型の気候で高温多湿であるが、 北

部ではヤマセの影響を 受けやすく 、冬季は多雪で日本海から の強い偏西風の影響を

受けて地吹雪が発生する地域も ある。 産業面の状況を 見ると 、 農業については、 中

心と なる水稲のほか、 り んご、 ぶどう 、 スイ カ 、 メ ロンなどの果物も 栽培さ れてお

り 、 平成１ ８ 年の農業産出額は 540 億円と 、 県全体の 18. 7％を占めている。 一方

で、 全国的な知名度を持つブラ ンド 品が少ない、 農林水産物の付加価値を高めるた

めの加工品が少ない、担い手の高齢化や後継者不足が進み担い手不足が顕在化し て

いる、 などの課題も 指摘さ れており 、 こ れら についての対応が求めら れている。  
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２  地域振興計画の必要性 

 

事業の重点地域である上北・ 下北地域は、 様々な課題を抱えつつも 、 豊かな自然

環境を生かし た農林・ 水産業、 観光産業をはじ め、 原子燃料サイ ク ル施設、 原子力

発電所等に関連する原子力産業、 風力・ バイ オマス等の新エネルギー産業など、 食

料・ 環境・ エネルギー分野における優位性を有し ており 、 我が国の食料・ エネルギ

ーの安定供給や地球温暖化対策に貢献でき る地域である。こ う し た地域のポテンシ

ャ ルを生かし 、エネルギー産業のク ラ スタ ー形成を図るこ と により 地元雇用の場を

拡大すると と も に、地域住民が安全で安心し て暮ら せる生活環境を 構築し ていく こ

と が必要である。  

一方、青森県内における原子燃料サイ ク ル施設を はじ めと する原子力関連施設の

立地については、 事業地域はも と より 、 県民全体の理解と 協力の下に進めら れてき

たと こ ろ であり 、 原子力関連施設の立地に伴う 地域振興策の実施に当たっ ては、 全

県振興に資する事業にも 配慮するこ と が重要である。  

こ のため、 ＭＯ Ｘ 燃料加工施設、 使用済燃料中間貯蔵施設、 大間原子力発電所の

設置同意を契機に国から 交付さ れる核燃料サイ ク ル交付金については、 上北地域・

下北地域の発展に資する事業を基本と し つつ、県域全体の発展につながる事業にも

活用し ていく 必要がある。  

  こ のよう な観点から 、 上記３ 施設の立地を契機に、 より 一層の地域振興を図るた

め、 地域の特性を生かし た産業基盤、 生活基盤の整備を 図ると と も に、 次代を担う

人づく り を一層推進し 、 将来にわたっ て県民が安全・ 安心に暮ら せる環境づく り が

実現さ れるよう 、 地域振興計画を策定するも のである。  
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３  原子力施設の設置及び運転の円滑化に資する理由 

 

  原子燃料サイ ク ル施設を はじ めと する原子力施設について、 本県では、 安全確保

を第一義に、 地域振興に寄与すると の観点から 、 立地に協力し てき たと こ ろである

が、 節目節目において、 専門家による安全性の検討、 立地市町村の意向確認、 県議

会における議論、 県内各界各層の意見聴取などの手順を経て、 県民全体の理解を得

ながら 、 慎重に対処し てき たと こ ろ である。  

県内における原子力施設の立地は、 いずれも 長い年月を経て、 地元の理解と 協力

の下に、 信頼関係を一つ一つ積み重ねて進めら れてき たも のであり 、 原子力政策の

推進に当たっ ては、 国、 事業者の明確な責任のも と 、 こ れまで築いてき た立地地域

と の協力関係を損なう こ と のないよう 対応し ていく 必要がある。  

以上のこ と から 、 本計画では、 本県における原子燃料サイ ク ル施設をはじ めと す

る様々な原子力施設の立地を 契機と し て、 県民の安全、 安心の確保に重点を置いた

総合的かつ多面的な地域振興事業を展開するこ と と し 、「 安全・ 安心な環境づく り 」

を基本に、 産業・ 生活・ 人づく り をキーワード と し て、 県及び関係市町村の事業を

取り まと めるこ と と し たと こ ろである。  

よっ て、 本計画に基づき 、「 産業を 支える」、「 生活を 支える」、「 人づく り を 支え

る」 各種事業を推進するこ と により 、 原子力施設と の共生に向けた住民意識、 安心

感の醸成が図ら れ、 現在計画が進めら れているＭＯ Ｘ 燃料加工施設、 使用済燃料中

間貯蔵施設及び大間原子力発電所の設置及び運転の円滑化に資するも のである。  
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４  地域振興計画に基づく 事業の基本計画及び内容 

 

青森県では、県民一人ひと り のチャ レンジ精神あふれる取組みにより 経済的基盤

の創出が図ら れ、輝いていき ら れる社会、そし て心の豊かさ 、命・ 健康・ 環境など、

暮ら し やすさ が守ら れ、 安んじ て生き ら れる社会である「 生活創造社会」 の実現に

向けて、 様々な取組みを展開し ていると こ ろ である。  

本計画では、 重点地域の住民はも と よ り 、 県内全域の住民が、 いき いき と 働き 、

安んじ て生活でき る「 生活創造社会」 の実現に向けて、「 安全・ 安心な環境づく り 」

を基本テーマに掲げている。  

こ の「 安全･安心な環境づく り 」 の実現のため、県民一人ひと り の自立のための経

済的な基盤と なる「 産業」、 心の豊かさ や命・ 健康・ 環境など、 暮ら し やすさ の生活

の健全さ を守り 発展さ せる「 生活」、産業や生活をはじ めと する、あら ゆる分野で根

幹を なす「 人づく り 」 の 3 つの分野を支える事業を 体系化する。  

 

（ １ ） 産業を支える 

２ ０ １ ０ 年１ ２ 月の東北新幹線新青森駅開業を控え、本県では開業の効果を最大

限に活用するため、 自然や文化の活用、 地域の特性を生かし た観光資源の発掘育成

など、 新たな魅力を創出し 、 観光コ ンテンツの充実を 図っ ている。 中でも 、 気候風

土と 歴史に育まれた景観や伝統芸能、 生活文化・ 湯治文化など、 農村漁村の魅力の

充実はその取組みの中心と なっ ている。  

また、青森県の最も 重要な基幹産業は農林水産業であり 、「 攻めの農林水産業」 を

キーワード と し て、 消費者や商品事業者などが求める「 安全・ 安心」 で優れた、 多

様性に富む農林水産物の安定生産の推進、更なる高品質化と 生産性の向上をはじ め、

様々な取組みを展開し ている。  

さ ら に、 観光やビジネスのため本県を 訪れる方々、 そし て地元住民の円滑な移動

を支える交通基盤についても 重点的に整備を進めている。  

本分野では、本県の最も 重要な基幹産業である農林水産業の振興と 豊かな自然を

活かし た観光の振興、こ れら 経済活動を支える基盤と なる道路イ ンフ ラ の整備の促

進、 そし て、 原子力関連施設等の立地環境を活かし た産業の振興に関する様々な事

業を 行う 。  

 

 個別事業 概  要 事業地域 

１  
観光振興

事業 

【 観光資源整備事業】（ 市町村事業）  

観光資源と し ての魅力を再生するため、 常設展示等
に使用する山車等の制作、 公園の改修整備、 観光地

へアク セスする幹線道路の補修対策や駐車場の整備
を行い、 観光拠点と し ての機能強化を図る。  

七戸町 
六戸町 

大間町 
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２  
農業振興

事業 

【 先進的施設農業推進事業】（ 県事業）  

意欲ある農業者に近代的な農業経営の場を提供する

ため、 農工連携型の先進技術等を駆使し た農業施設
を整備し 、 先進的農業の振興を図る。  

上北･下北
地域を含む

県全域 

【 環境公共推進事業】（ 県事業）  

かつての自然環境・ 景観などが損なわれている地区
を対象に、 里地里山・ 田園等の環境の保全・ 再生に

係る整備を 行い、 豊かで美し い環境下での農業の振
興を 図る。  

上北･下北
地域を含む

県全域 

３  
漁業振興

事業 

【 大間港物揚場整備事業】（ 県事業）  
大間港における大間マグロ等の水揚げ作業の効率化

を図るため、 物揚場を拡張新設し 、 ブラ ンド イ メ ー
ジの更なる向上と 漁業者の所得の向上を図る。  

大間町 

【 漁業取締船代船建造事業】（ 県事業）  
密漁・ 漁場紛争防止の巡回や洋上監視を目的に実施

し ている漁業取締体制を維持・ 強化するため、 漁業
取締船２ 隻を新造し 、 漁業資源の保護と 漁家収入の

増加を図る。  

上北･下北

地域を含む
県全域 

４  
道路整備
事業 

【 むつ薬研佐井地域道路整備事業】（ 県事業）  
国道２ ７ ９ 号及び国道３ ３ ８ 号の代替路である一般

県道薬研佐井線の車道の改良を行い、 下北地域にお
ける経済活動の更なる推進を 図る。  

むつ市 

及び下北地
域 

【 六ヶ 所地域道路整備事業】（ 県事業）  
国道２ ７ ９ 号及び国道３ ９ ４ 号につながる 主要地方

道東北横浜線の車道の改良並びに橋梁の改修を行い、
地域経済活動の安全で円滑な推進を 図る。  

六ヶ 所村及

び上北地域 

【 町道整備事業】（ 市町村事業）  

一般国道４ ５ 号上北道路に整備予定の（ 仮） 上北Ｉ Ｃ
と 主要地方道三沢七戸線と を つなぐ 連絡道路の整備

及び国道２ ７ ９ 号に繋がる大間大間平２ 号線、大間内
山線及びはまなす公園雲雀平線の道路改良等を行い、

地域経済活動の安全で円滑な推進を 図る。  

東北町 

大間町 
横浜町 

５  
産業振興
事業 

【 原子力人材育成・ 研究開発拠点 産業利用促進事業】

（ 県事業）  
原子力人材育成・ 研究開発の拠点「 青森県量子科学セ

ンタ ー（ Ｑ Ｓ Ｃ ）」 で、 大学や県内企業等と 連携し 、
人材育成及び研究開発の取組を展開。  

併せて、 技術開発等に向けた産学連携体制を 構築
し 、 県内企業等による産業利用を促進する。  

六ヶ 所村 

 

（ ２ ） 生活を支える 

本県には様々な原子力関連施設が立地し ており 、原子力施設の安全性に対する県

民の関心も 高まっ ている。そのため、本県では安全確保対策を強化し 、県民の安全・

安心を確保する取組みを進めると と も に、様々な災害から 命や財産を守るために災

害を 未然に防止し 、災害が生じ たと し ても その被害を最小化するための防災対策の
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充実を図っ ている。  

また、 安全で快適な生活環境づく り 推進のため、 地域住民の便利で円滑な移動を

支える地域交通の充実、 交通基盤の整備、 安全で安心できる水の安定供給が求めら

れており 、 引き 続き重点的に取り 組んでいると こ ろ である。  

さ ら に、 充実し た生活を送る上で健康は重要であり 、 生涯にわたっ て心身と も に

健康を維持し ていく こ と が必要である。 そのため、 がんの克服をはじ めと し た健康

寿命アッ プの推進のため、 がんや生活習慣病などの早期発見、 地域医療の充実など

を重点的に進めている。  

そし て、 人口減少社会の急速な進行に歯止めを かけるため、 子ども を産み育てや

すい環境づく り を推進し ていく 必要がある。多様な保育サービスの充実や子育て支

援体制の整備など、 地域社会が一体と なっ て子育て支援に取り 組み、 安心し て子育

てできる環境づく り を 進めていると こ ろ である。  

以上の取組みを進める上で、地域社会が大きな役割を果たすこ と が期待さ れるが、

地域住民の中核的施設と なっ ているコ ミ ュ ニティ センタ ーや保健センタ ー、体育館

等における公共サービスの安定的な提供が重要と なっ ている。  

本分野では、 事業地域の住民の安全・ 安心にと っ て最も 重要な防災消防体制の整

備と 医療環境の充実をはじ め、 日常の生活を支える公共交通の確保、 子育て支援、

コ ミ ュ ニティ 施設の整備・ 運営のほか、 ラ イ フ ラ イ ンである水道イ ンフ ラ の整備を

行う も のである。  

 

 個別事業 概  要 事業地域 

１  
防災対策

事業 

【 防災行政用無線改修事業】（ 市町村事業）  
防災行政用無線のシステムを デジタ ル化のため改修

更新し 、 安全・ 安心な住民生活の実現に向け、 災害予

防体制の充実強化を図る。  

大間町 

風間浦村 

【 防災消防体制強化事業】（ 市町村事業）  

消防署庁舎等の改築整備、消防車両等の消防施設の更
新整備を行う と と も に、消防活動を担う 人材の適正配

置を 行い、 安全安心な防災消防体制の強化を図る。  

むつ市 
六ヶ 所村 
大間町 
三沢市 
おいら せ町 
横浜町 
風間浦村 

２  
交通対策

事業 

【 生活交通バス車両緊急整備事業】（ 県事業）  

利用者の安全確保と 利便性向上のため、県内の基幹道
路を 運行するバス車両の新車更新を 進め、住民の足と

し てのバス交通の維持を図る。  

上北･下北
地域を含む

県全域 

【 青い森鉄道線駅舎改良事業】（ 県事業）  

青い森鉄道線駅舎を バリ アフ リ ー化する ため改修す
ると と も に、新駅を設置し 、生活交通と し ての利便性

の向上を図る。  

上北地域を

含む沿線地
域 

３  
医療対策
事業 

【 がん診療連携拠点病院機能強化事業】（ 県事業）  

がん医療の拠点病院において実施する 医師等を 対象
と する研修、医療機関への診療支援等を行い、がん医

療水準の向上のための体制整備を図る。  

上北･下北

地域を含む

県全域 
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【 医療環境整備事業】（ 市町村事業）  

地域の中核病院において、耐用年数が経過し た医療機

器の更新整備や病院の改修等を行う と と も に、医療を
担う 人材の適正配置を行い、安全安心な医療環境の維

持保全を図る。  

むつ市 
三沢市 

大間町 
平内町 

４  
子育て対
策事業 

【 子育て環境整備事業】（ 市町村事業）  

子ども を対象と し た医療費助成制度を創設し 、安心な
子育て医療環境の整備を図る。  

東北町 
佐井村 

【 健全育成環境整備事業】（ 市町村事業）  
児童館を改築整備し 、安全安心な健全育成環境の整備

を図る。  

七戸町 

５  

教育文化

施設充実
強化事業 

【 教育文化サービス提供事業】（ 市町村事業）  
図書館、 郷土館等、 公民館等において、 地域住民に提

供する教育文化サービスを継続し て実施し 、文化的な
住民生活を 支える環境の維持保全を 図る。  

六ヶ 所村 

６  

公共用施

設整備事
業 

【 公共用施設整備改修事業】（ 市町村事業）  
地域住民の中核的施設と し てコ ミ ュ ニティ セン タ ー

を整備すると と も に、体育館、保健センタ ー等の公共
用施設を改修整備し 、健康で文化的な住民生活を 支え

る環境の維持保全を図る。  

大間町 

十和田市 
東通村 

佐井村 

７  
水道整備
事業 

【 水道施設整備事業】（ 市町村事業）  

上水道及び簡易水道の配管布設、水質管理設備整備を
行い、保健衛生の保持並びに安定し た生活基盤の確保

を図る。  

横浜町 

 

（ ３ ） 人づく り を支える 

人材の育成は、 未来の青森県づく り の礎である。 安全・ 安心で質の高い教育環

境の整備を進めるため、 本県では学校の耐震化や情報化、 地域間で差のない教育

レベルの確保など、 教育環境の充実に取り 組んでいる。 また、 国内外の他地域や

異文化の良さ や違いを 理解でき る 広い視野を 育成する ための教育を 推進し てい

ると こ ろ である。  

本分野では、 児童生徒の安全・ 安心で質の高い教育環境を確保するため、 学校

施設の改修整備を行う ほか、 次代を担う 広い視野を持つ人材を育成するため、 教

育カ リ キュ ラ ムの充実強化を図るも のである。  

 

 実施事業 概  要 事業地域 

１  
学校施設
整備事業 

【 県立学校施設整備事業】（ 県事業）  

県立学校の老朽校舎及び体育館等を 改修・ 補強し 、生
徒が安全で 安心し て学習で き る 教育環境を 整備す

る。  

上北・ 下

北地域を
含む県全

域 

- 20 -



 
 

【 小中学校施設整備事業】（ 市町村事業）  
小中学校の校舎、屋外運動場、屋内運動場等を改築・

改修整備し 、 児童生徒が安全で安心し て学習でき る
教育環境を 整備する。  

横浜町 
野辺地町 

大間町 
佐井村 

２  

教育カ リ
キュ ラ ム

充実強化

事業 

【 英語教育推進事業】（ 市町村事業）  
「 教育課程特例校」 と し て英語授業を 実施する小学

校に英語指導助手を 配置し 、 国際社会に貢献でき る

人材の養成を図る。  

三沢市 
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（ 事業体系図）  

 

安全・安心な

環境づくり

テーマ１

産業を支える

観光振興事業 観光資源整備事業

農業振興事業
先進的施設農業推進事業

環境公共推進事業

漁業振興事業

大間港物揚場整備事業

漁業取締代船建造事業

道路整備事業

むつ薬研佐井地域道路整備事業

六ヶ所地域道路整備事業

町道整備事業

産業振興事業
原子力人材育成・研究開発拠点

産業利用促進事業

テーマ２

生活を支える

防災対策事業
防災行政用無線改修事業

防災消防体制強化事業

交通対策事業
生活交通バス車両緊急整備事業

青い森鉄道線駅舎改良事業

医療対策事業
がん診療連携拠点病院機能強化事業

医療環境整備事業

子育て対策事業
子育て環境整備事業

健全育成環境整備事業

教育文化施設

充実強化事業
教育文化サービス提供事業

公共用施設

整備事業
公共用施設整備改修事業

水道整備事業 水道施設整備事業

テーマ３

人づくりを支える

学校施設整備事業

県立学校施設整備事業

小中学校施設整備事業

教育カリキュラム

充実強化事業
英語教育推進事業
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５  各事業の実施主体及び年度別実施スケジュ ール 

（ １ ） 各事業の実施スケジュ ール 

  

 

 

 

 

 

 

（ ２ ） 個別事業の実施主体及び年度別実施スケジュ ール 

 ① 産業を支える 
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② 生活を支える 
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 ③ 人づく り を支える 
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６  充当し よう と する交付金の年度別交付対象経費及び年度別交付金額 

 

 

 

 

 

※交付規則第５ 条の期間はＤ のう ち平成２ ９ 年度～令和２ 年度（ １ ０ 億円）  

 

（ １ ） 産業を支える 

 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3- 計

事業費 17 0 0 0 4 0 0 0 5 65 66 50 207

交付金 12 0 0 0 4 0 0 0 2 50 62 42 172

事業費 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8

交付金 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8

事業費 9 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 50 63

交付金 4 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 42 50

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 5 65 0 0 70

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 2 50 0 0 52

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 66 0 66

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 62 0 62

事業費

交付金

事業費 20 39 108 30 101 220 0 0 0 0 0 0 518

交付金 20 35 96 30 0 0 0 0 0 0 0 0 181

事業費 14 90 100 100 263 0 0 0 0 0 0 0 567

交付金 14 90 100 100 0 0 0 0 0 0 0 0 304

事業費 0 0 6 104 488 0 6 100 491 0 0 0 1,195

交付金 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6

事業費 0 51 53 0 0 171 323 495 489 648 555 0 2,785

交付金 0 50 49 0 0 0 0 0 0 0 0 0 99

事業費 50 50 101 56 90 90 38 36 0 0 0 0 511

交付金 50 50 100 56 0 0 0 0 0 0 0 0 256

事業費 22 0 9 71 0 0 0 6 56 0 0 125 289

交付金 21 0 6 55 0 0 0 6 54 0 0 103 245

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 125 125

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 103 103

事業費

交付金

事業費 22 0 9 71 0 0 0 6 56 0 0 0 164

交付金 21 0 6 55 0 0 0 6 54 0 0 0 142

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 833 833

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 434 434

事業費 123 230 377 361 946 481 367 637 1,041 713 621 1,008 6,905

交付金 117 225 357 241 4 0 0 6 56 50 62 578 1,696

R4 R5 R6 R7 R8 計

事業費 174 172 174 156 157 833

交付金 90 90 90 90 74 434

大間崎　第２駐車場整備事業

産業振
興事業

原子力人材育成・研究開発拠点
産業利用促進事業

計

産業振
興事業

原子力人材育成・研究開発拠点
産業利用促進事業

実施事業

農業振
興事業

先進的施設農業推進事業

農村環境保全・再生事業

漁業振
興事業

大間港荷揚場整備事業

漁業取締船代船建造事業

（単位：百万円）

実施事業

観光振
興事業

観光資源整備事業

七戸町観光資源整備事業

六戸町舘野公園観光資源再生・
保存及び運動施設改修事業

町道維持補修事業

道路整
備事業

むつ薬研佐井地域道路整備事業

六ヶ所地域道路整備事業

町道整備事業

横浜町町道はまなす公園雲雀
平線改良舗装事業

東北町上北(1)インターアクセス
道路整備事業

大間町町道整備事業

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3- 計

380 497 1,192 1,104 1,832 2,145 844 1,391 1,741 980 1,146 6,248 19,500

344 460 796 524 74 305 19 323 292 73 312 4,816 8,338

Ａ 263 325 540 335 59 114 19 1,655

Ｂ 0

Ｃ 81 135 256 189 15 191 867

Ｄ 323 292 73 312 1,000

合　計

事業費

交付金

うち交付規則第４条

（単位：百万円）
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（ ２ ） 生活を支える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3- 計

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 133 422 555

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 133 358 491

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 422 422

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 358 358

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 133 0 133

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 133 0 133

事業費 0 0 136 24 0 0 0 159 0 0 63 2,385 2,767

交付金 0 0 135 8 0 0 0 133 0 0 50 1,991 2,317

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 909 909

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 833 833

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 74 74

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 58 58

事業費 0 0 136 0 0 0 0 159 0 0 0 572 867

交付金 0 0 135 0 0 0 0 133 0 0 0 558 826

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 229 229

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 217 217

事業費 0 0 0 24 0 0 0 0 0 0 0 51 75

交付金 0 0 0 8 0 0 0 0 0 0 0 42 50

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19 19

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17 17

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 63 0 63

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 50 0 50

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 531 531

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 266 266

事業費 0 5 10 20 26 32 28 23 14 7 2 0 166

交付金 0 5 10 20 0 0 0 0 0 0 0 0 35

事業費 0 110 405 375 0 0 0 0 0 0 0 0 889

交付金 0 110 77 46 0 0 0 0 0 0 0 0 234

事業費 47 50 57 57 56 56 56 56 0 0 0 0 435

交付金 22 24 28 25 0 0 0 0 0 0 0 0 99

事業費 9 3 74 0 0 0 0 0 0 0 0 439 525

交付金 8 3 71 0 0 0 0 0 0 0 0 373 455

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 65 65

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 59 59

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 326 326

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 272 272

事業費 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 48 58

交付金 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 42 50

事業費 0 3 74 0 0 0 0 0 0 0 0 0 76

交付金 0 3 71 0 0 0 0 0 0 0 0 0 73

事業費 9 9 9 6 7 6 0 0 0 0 0 60 106

交付金 5 4 4 4 4 4 0 0 0 0 0 49 74

事業費 8 9 9 6 7 6 0 0 0 0 0 0 44

交付金 4 4 4 4 4 4 0 0 0 0 0 0 23

事業費 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 60 61

交付金 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 49 50

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 74 74

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 42 42

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 74 74

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 42 42

事業費 0 49 48 42 0 0 0 0 0 0 0 143 282

交付金 0 49 39 39 0 0 0 0 0 0 0 140 267

事業費 0 49 48 42 0 0 0 0 0 0 0 143 281

交付金 0 49 39 39 0 0 0 0 0 0 0 140 266

デジタル防災行政無線設備整
備事業

消防ポンプ自動車整備事業

教育文
化施設
充実強
化事業

教育文化サービス提供事業

六ヶ所村教育文化サービス提
供事業

大間病院外壁等改修事業

子育て
対策事

業

子育て環境整備事業

東北町中学生・高校生医療助
成事業

佐井村子育て支援事業

健全育成環境整備事業

七戸町立城南児童館改築事業

医療対
策事業

がん診療連携拠点病院機能強化
事業

医療環境整備事業

三沢市立三沢病院医療装置更
新事業

むつ市むつ総合病院医療機器
整備事業

平内中央病院運営事業

交通対
策事業

生活交通バス車両緊急整備事業

青い森鉄道線駅舎改良事業

三沢市消防本部活動運営事業

むつ市消防活動提供事業

むつ市はしご付消防ポンプ車
購入事業

おいらせ町消防ポンプ自動車

購入事業

（単位：百万円）

実施事業

防災対
策事業

防災行政用無線改修事業

大間町防災行政用無線改修事
業

防災消防体制強化事業

六ヶ所村消防活動推進事業

大間町消防施設整備事業

風間浦村消防防災総合施設整
備事業
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（ ３ ） 人づく り を支える 

 
 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3- 計

事業費 119 35 70 130 189 362 228 333 378 220 250 0 2,314

交付金 119 35 70 130 0 0 0 0 0 0 0 0 354

事業費 0 0 0 83 608 1,208 165 0 308 40 78 680 3,170

交付金 0 0 0 5 66 301 19 0 235 23 67 342 1,058

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 568 568

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 240 240

事業費 0 0 0 83 608 1,017 165 0 0 0 0 0 1,873

交付金 0 0 0 5 66 110 19 0 0 0 0 0 200

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 93 93

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 92 92

事業費 0 0 0 0 0 191 0 0 0 0 0 19 210

交付金 0 0 0 0 0 191 0 0 0 0 0 10 201

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 308 40 78 0 425

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 235 23 67 0 325

事業費 6 6 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 24

交付金 6 6 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 24

事業費 6 6 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 24

交付金 6 6 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 23

事業費 125 41 76 219 797 1,570 393 333 686 260 328 680 5,508

交付金 125 41 76 141 66 301 19 0 235 23 67 342 1,436

県立学校施設整備事業

小中学校施設改修整備事業

野辺地中学校屋外教育環境整
備・武道場新築工事

横浜町立横浜小学校施設整備
事業

大間町奥戸中学校グランド改
修事業

佐井村小・中学校施設改修事
業

大間町奥戸小学校増築・グラ
ウンド改修事業

教育カリ
キュラム

充実強
化事業

英語教育推進事業

三沢市外国青年招致事業

計

（単位：百万円）

実施事業

学校施
設改修
整備事
業

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3- 計

事業費 67 0 0 0 0 0 0 183 0 0 0 937 1,187

交付金 67 0 0 0 0 0 0 183 0 0 0 848 1,098

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 559 559

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 475 475

事業費 67 0 0 0 0 0 0 50 0 0 0 283 400

交付金 67 0 0 0 0 0 0 50 0 0 0 283 400

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 55 55

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 50 50

事業費 0 0 0 0 0 0 0 133 0 0 0 40 174

交付金 0 0 0 0 0 0 0 133 0 0 0 40 174

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100 100

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 97 97

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 60 60

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 57 57

事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 40 40

交付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 40 40

事業費 132 226 739 524 89 94 84 421 14 7 198 4,560 7,088

交付金 102 195 364 142 4 4 0 316 0 0 183 3,896 5,206
計

十和田市志道館改修事業

佐井村公共施設維持補修基金
造成事業

水道整
備事業

水道施設整備事業

横浜町上水道・簡易水道管理
整備事業

横浜町町道牛ノ沢線配水管布
設事業

（単位：百万円）

実施事業

公共用
施設整
備事業

公共用施設整備改修事業

大間町コミュニティセンター
（仮）建設事業

東通村公共用施設維持補修基
金造成事業
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７  対象施設等の維持運営体制 

 

（ １ ） 施設等の維持・ 運営主体 

 

 ① 産業を支える 

観光振興においては、地元自治体による取組みはも と より 、地域住民や地元自治

会、観光協会をはじ め関係団体の協力が不可欠であるこ と から 、施設の維持や施設

を 拠点と し た事業運営にあたっ ては、 地元住民や関係団体と の連携を密にし なが

ら 進めていく こ と と し ている。  

  また、 農業振興においては、 行政においては効果的な支援をし ながら 、 生産者の

所得拡大と 地域の活性化を図るこ と が重要であるこ と から 、市町村や農業団体、 生

産者及び地元住民等の協力を 得ながら 、 維持管理及び事業運営を進めていく 。  

整備後の物揚場については、 港湾施設である こ と から 港湾管理者である県が管

理主体と なる。なお、 維持運営にあたっ ては、 大間港における大間マグロ等の水揚

げ作業の効率化を図るため、 漁業者と の連携を密にし ていく 。  

また、漁業取締船の運航維持管理については、従来どおり 県が実施主体と なり 漁

業資源の保護と 漁家収入の増加を図る。  

道路施設については、 道路種別に応じ て、 県または市町村が管理主体と なる。  

なお、道路整備完了後の道路沿線の環境保全等に関し ては、地域の状況に応じ 地

元住民やボラ ンティ ア団体等の協力を得ながら 実施し ていく 。  

また、 原子力人材育成・ 研究開発拠点 産業利用促進事業の活動拠点である「 青

森県量子科学センタ ー」 の施設運営については、高度な専門性が求めら れているこ

と から 、 指定管理者制度により 県と 連携し ながら 運営し ていく 。  

 

 ② 生活を支える 

防災対策施設については、常に定期点検を実施し 、性能の保守管理を行う こ と で、

非常時、緊急時への迅速な対応ができ る維持管理体制をと り 、所管の消防署及び市

町村で管理するこ と と し ている。  

医療施設については、各地域の中核病院に設置するこ と と なるため、所管の病院

が主体と なっ て維持運営を 行う 。  

その他の公共用施設については、地元住民の協力を得ながら 、県や所在市町村直

営での管理、 施設によっ ては指定管理者において保守管理を行う こ と と し ている。 

 

 ③ 人づく り を支える 

整備後の維持管理体制については、 県・ 市町村教育委員会と 学校管理者が連携

し て管理を行う 。 維持管理にあたっ ては、 学校職員の巡視等による日常点検を実

施すると と も に専門業者による法定点検等を行う 。  
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（ ２ ） 自治体の負担額 

施設の改修を行う 事業については、改修後の維持管理における自治体の負担額は

改修前と 同規模の額と 試算し ている。  

また、新たに施設を整備するも の又は改修により 従来より 施設規模が大きく なる

も のについては、 効率的な維持管理に努め、 地元住民をはじ め関係団体の協力を求

めていく と と も に、可能なも のについては指定管理制度を導入するなど維持管理に

おける自治体の負担額の縮減を進めていく 。  

 

 

８  地域振興計画の期待さ れる効果 

 

（ １ ） 産業を支える 

 

① 観光資源の魅力向上及び交流の促進 

地域の憩いの場である公園を改修整備するこ と により 、散策ゾーンの桜並木など

の景観や利便性向上など、 魅力的な都市公園と し ての機能が向上し 、 地域の重要な

観光拠点と し ての価値が高まるこ と が期待さ れる。  

また、 地域住民あげてのイ ベント の山車等を制作するこ と により 、 地域なら では

の特色である「 馬」 を テーマと し た観光事業の展開が期待さ れる。  

さ ら に、大間まぐ ろ の知名度向上により 観光客数が増加し ている大間町の観光資

源である国定公園「 大間崎」 へアク セスする幹線道路の補修対策や駐車場の整備を

行い、 観光拠点と し ての機能強化が期待さ れる。  

 

② 基幹産業である農林水産業の振興及び農業・ 漁業雇用の受け皿拡大 

先進的施設農業推進事業において、ハイ テク 技術を導入し た農業施設を 整備する

こ と により 、 通年で安定生産が可能と なり 、 新規就農を含む多く の雇用も 生むこ と

ができる。 また、 生産者の高収益確保が期待でき 、 後継者の就農促進など地域の活

性化の起爆剤と なる可能性が高く 、こ の農業施設による野菜生産を 核と し たク ラ ス

タ ー産業発展の可能性も ある。  

さ ら に、 ２ ０ １ ０ 年の東北新幹線新青森駅開業の機会を捉えて、 里地里山から 田

園に至る農村環境の保全・ 再生への積極的取組と 、 豊かで美し い農村環境の中で生

産さ れる安全・ 安心な農産物のイ メ ージを全国に発信するこ と ができ る。  

また、 物揚場の整備及び漁業取締体制の強化により 、 大間マグロをはじ めと し た

海産資源のブラ ンド イ メ ージの更なる向上と 漁業者の所得の安定・ 向上が期待さ れ

る。  

 

③ 地域内の経済活動を支える環境の向上 

国道や主要地方道につながる道路を 改良整備するこ と により 、地域経済活動の安
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全で円滑な推進が図ら れる。 具体的には、 企業を 誘致するための条件の向上による

雇用創出機会の増加、東北新幹線新青森駅開業と 合わせた高速交通体系への広域的

アク セスの向上が期待でき 、 さ ら に、 交流拠点形成により 本県の重要な観光資源で

ある小川原湖の観光振興等が図ら れる。  

また、 緊急輸送道路に指定さ れている路線における、 大型車の安全で円滑な交通

確保が図ら れ、原子燃料サイ ク ル施設が立地する当該地域の安全・ 安心が向上する。 

 

 ④ 原子力関連産業の振興 

  原子力関連施設の安全性向上に向けた教育や原子力関連施設等の運転等に係る

技術者への資格取得研修等を 行う と と も に、サイ ク ロト ロン加速器等の活用による

産業利用に資する研究開発と その成果の実利用により 、新たな産業の創出が図ら れ

る。  

 

（ ２ ） 生活を支える 

 

① 防災・ 危機管理機能の充実 

防災行政用無線のデジタ ル化により 、 職員の配置並びに資機材手配及び必要物

資の手配など災害対策に対する 初動体制作り が早期に確立でき ると と も に、 災害

発生時の地域住民への情報提供が正確・ 確実に伝達できる効果がある。  

また、消防ポンプ自動車をはじ め消防施設の整備や人員の適正配置により 、初動

体制が強化さ れ、 災害発生時の被害を最小限に食い止める効果がある。  

 

② 安全で快適な生活環境づく り  

水道施設の整備により 安全で安心できる水の安定的な供給が可能と なる。  

また、 県内の基幹道路を 運行するバス車両の更新や青い森鉄道の新駅設置及び

バリ アフ リ ー化により 、 地域生活交通における利用者の安全確保と 利便性向上が

図ら れる。  

さ ら に、レール＆バスの乗り 継ぎ利便性を高め、公共交通相互の利用促進が図ら

れるこ と で、 利便性の向上によ るマイ カ ー利用から 鉄道利用へのシフ ト が期待さ

れ、 交通渋滞の緩和に寄与するこ と が期待さ れる。  

 

③ 健康を支える地域医療体制の充実 

各地域におけるがん医療の拠点病院において実施する医師等を 対象と する研修、

医療機関への診療支援等を行い、がん医療水準の向上のための体制整備を図るこ と

により 、 当該病院のみなら ず、 地域全体と し てのがん医療水準の向上、 地域住民の

安心の向上が図ら れる。  

あわせて、地域の中核病院において高度な医療機器を導入するこ と で検査体制が

充実さ れ、 的確かつ迅速な高度医療の提供が可能と なり 、 早期発見・ 早期治療、 ひ

いては地域住民の健康増進に大きく 寄与するこ と ができる。  
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④ 子ども を産み育てやすい環境づく り  

子ども を対象と し た医療費助成制度を創設し 、中高生までを 含む保健及び経済面

をサポート するこ と により 、 医療環境や子ども を産み育てやすい環境をつく り 、 出

生率の向上を 図るこ と によっ て、少子化の流れを変える有効な改善策と なる。 さ ら

に、 子育て層の定住効果や地域の活性化が促進さ れるこ と が期待さ れる。  

また、 児童館を改築整備し 、 安全安心な健全育成環境の整備を図ると と も に、 同

学区の母親ク ラ ブ及び地域住民やボラ ンティ ア団体と 協働によ り イ ベン ト 開催や

広報誌などを 活用し た情報の発信を行う こ と で、幅広い年齢層が児童と かかわり を

持ち、 健全育成を図るこ と ができる。  

 

⑤ 地域コ ミ ュ ニティ の利便性向上や交流推進 

コ ミ ュ ニティ セン タ ー等の公共施設の整備運営により 、 地域の中核的施設と し

ての利便性が高まり 、地域住民の交流が促進さ れ、つながり が深まるこ と で地域に

対する愛着の形成につながる。  

 

（ ３ ） 人づく り を支える 

 

① 安全安心な教育環境の提供 

老朽校舎や屋外運動場、屋内運動場等を整備し 、教育環境を 整備するこ と により 、

児童生徒が常に安心し て安全に学習活動に取り 組むこ と ができ、 授業や諸行事、 部

活動等の円滑な運営が図ら れる。さ ら に青少年の健全な育成の一助と なり 、近年求

めら れているたく まし く 心豊かな児童生徒の育成が期待でき る。  

また、学校開放による地域内各種団体の利用に際し ても 、安全で安心な環境で施

設の利用が図ら れ、 地域住民が余暇を 利用し てグラ ンド でスポーツ を楽し む機会

が増えるこ と で、 健康増進にも 寄与する。  

 

② あおも り の未来を つく る人財の育成 

「 教育課程特例校」 と し て英語授業を実施する小学校に英語指導助手を 配置す

るこ と で、ネイ ティ ブスピーカ ーと の会話を中学生が直接経験し 、実際に自分の話

し た英語が外国人に通じ ると いう 実感を得るこ と ができ 、 それによ っ て語学習得

意欲の増進及び授業での積極性の向上、 コ ミ ュ ニケーショ ン能力の向上等が図ら

れ、 ひいては、社会で自立する力や広い視野を 身につけ、国内外で活躍し 県に貢献

する人材が育成さ れるこ と が期待さ れる。  

 

 

- 32 -



 
 

９  地方自治体の基本計画と の関係 

 

青森県では、 暮ら し やすさ ではどこ にも 負けない地域づく り を めざすこ と 、 すな

わち「 生活創造社会」 の実現に向けて、 本県の豊かな自然環境や地域固有の技術、

優れた人財など、 あら ゆる地域力を最大限活用し 、 豊かな「 生活」 を支える経済的

な基盤を確立するため、平成２ ０ 年１ ２ 月「 青森県基本計画未来への挑戦」 ( 以下、

基本計画と いう 。 ) を策定し たと こ ろ である。  

基本計画では、 ２ ０ ３ ０ 年における青森県のめざす姿と し て、  

○県民一人ひと り の自立のための経済的基盤の確立(「 生業( なり わい) 」 づく り )

を実現するための「 産業・ 雇用」 分野  

○心の豊かさ や命・ 健康・ 環境など、 暮ら し やすさ や生活の健全さ を 守り 、 発展

さ せていく と いう 「 生活」 面の充実を実現するための「 安全・ 安心、 健康」 分

野と 「 環境」 分野  

○ 「 生業( なり わい) 」 づく り においても 、 豊かな「 生活」 の実現のためにも 、 あ

ら ゆる分野で根幹を なす人財を育成するための「 教育、 人づく り 」 分野 

の４ つの分野を設定し 、 それぞれの分野ごと にめざす姿を 具体的に掲げている。 

本計画の「 産業を 支える」 に掲げる事業は、 基本計画の「 産業・ 雇用」 分野に、

本計画の「 生活を支える」 に掲げる事業は、 基本計画の「 安全・ 安心、 健康」 分野

と「 環境」 分野に、 本計画の「 人づく り を支える」 に掲げる事業は、 基本計画の「 教

育、 人づく り 」 分野に位置づけら れるも のであり 、 本計画と 基本計画の施策は、 そ

れぞれ整合性を 保ち ながら 、 同じ 基本目標をめざし て実施さ れていく も のである。 

 

 

10 他の類似事業と の比較 

 

厳し い地方財政の中で、 県及び関係市町村においては、 行財政の健全化に向けて

「 選択と 集中」 を基本と し た予算編成を余儀なく さ れており 、 本計画に掲げている

事業についても 、 厳正な政策評価や事業効果の精査を 経て、 重点事業と し て位置づ

けら れているも のである。  

こ のため、 他の類似事業と の比較については、 県、 関係市町村それぞれの行財政

改革等の中で、 効率的かつ効果的な事業実施のため、 十分検討さ れているも のであ

る。  
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11 地域振興計画に対する事業地域の住民の要望及び意見 

 

交付対象の３ 施設の運転開始時期等により 、地域振興計画の期間が相当長期に及

んでいるこ と から 、 県及び事業地域市町村が実施する事業については、 今後の行政

需要の変化等に伴い、 柔軟な対応が必要である。  

事業地域の市町村が行う 事業については、「 産業を 支える」、「 生活を支える」 及び

「 人づく り を支える」 の各分野に沿っ た事業の中から 、 行政運営上優先度が高いも

のを 各市町村において選定し たも のであり 、地域住民から の要望及び意見を十分踏

まえて計画さ れたも のである。  

一方、 県が行う 事業については、 こ れまでに事業地域の各市町村から 県に出さ れ

ている事業要望を踏まえると と も に、 事業地域及び県全体の地域振興に配慮し 、 現

時点において緊急度の高い重点事業を選定し たも のであり 、計画の策定に当たっ て

は、 あら かじ め事業地域の各市町村に対し て事業内容を説明すると と も に、 意見聴

取を 行っ たと こ ろ である。  

事業地域の各市町村から は、 県事業に関し て、 対象地域の住民が納得できる事業

効果を期待する意見と と も に、 下北地域の重要幹線道路である国道２ ７ ９ 号線、 国

道３ ３ ８ 号線や地域防災道路の整備等の事業実施について強い要望が出さ れたと

こ ろ である。  

県は、 こ れら 事業地域の各市町村から の意見を 踏まえ、 本交付金による県事業の

実施に当たっ ては、 関係市町村と の連携を図り つつ、 住民の理解促進に努めていく

と と も に、 本交付金を充当し ない事業実施についても 、 事業地域の振興に十分配慮

し ていく こ と と し ている。  

 

 

12 地域振興計画の事業地域の住民への公開及び周知方法 

 

県では、 こ れまでも 原子力施設の必要性や安全性、 地域振興策等についての県民

の理解を促進するため、 各種広報事業を実施し てき たと こ ろである。  

本計画についても 、原子力施設の立地に伴う 地域振興策を取り まと めたも のであ

る。 事業推進に当たっ ては、 住民やＮ Ｐ Ｏ ・ 各種関係団体等の理解や協力を得る必

要があるこ と から 、 報道関係者への説明や青森県ホームページへの掲載、 事業実施

地域の市町村広報誌等、 各種広報メ ディ アを通じ 、 広く 県民に公表し ていく こ と と

し ている。  

また実施段階においても 、 事業の進捗に合わせながら 、 各関係者はじ め住民やＮ

Ｐ Ｏ ・ 各種関係団体等へ説明すると も に、 各種広報紙、 テレ ビ、 ラ ジオ、 イ ンタ ー

ネッ ト 等のメ ディ アを 活用し ながら 、本計画の趣旨や事業概要及び進捗状況等につ

いて、 タ イ ミ ングを と ら えて積極的に情報を公開し 、 透明性の確保に努めていく 。 
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13 地方自治体及び事業地域の住民の協力・ 支援体制 

 

「 産業を支える」 は、 事業地域の住民の要望や農・ 漁業者等の生産活動の支援要

請等を踏まえて実施さ れるも のであり 、 将来的にも 地域住民の協力・ 支援が得ら れ

るこ と が期待さ れる。  

具体的には、観光資源と し ての魅力を高めるためには、施設の改修整備と あわせ、

ソ フ ト 面での充実や地域全体と し ての盛り 上がり が不可欠であるこ と から 、地域住

民や地元自治会、 利用者の協力を得ながら 維持運営を し ていく 。 また、 本県の基幹

産業である農林水産業の振興を図るためには、 市町村や関係団体、 生産者等、 地域

住民の協力は不可欠であるこ と から 、事業の計画づく り や実施及び維持管理のそれ

ぞれの段階において参画いただく と と も に、 関係団体等と の連携を 深めていく 。  

また、 原子力関連産業の人材育成及び研究開発を円滑に進めるためには、 地元自

治体はも と より 、県内の大学や研究機関等の連携及び地元企業等の協力を 得ながら

実施し ていく 。  

「 生活を支える」 においては、 事業地域の住民から 要望が高い防災対策や交通手

段の確保、 医療体制の充実に応え実施するも のであるこ と から 、 事業推進にあたっ

ては、 今後と も 地域住民の理解、 協力の下、 安全、 安心な生活基盤の確保に資する

事業の推進に努めていきたいと 考えている。  

具体的には、 防災対策事業においては、 地元住民で組織する各分団の団員や地元

自治会への施設等の維持管理の協力の下、 事業を推進し ていく 。  

交通対策事業の実施にあたっ ては、事業者や市町村等と の連携により 利用促進に

努めていく こ と と し ている。 また、 簡易委託駅・ 無人駅の維持管理については、 地

元自治体、 Ｎ Ｐ Ｏ にも その利活用も 含め協力を求めていく 。  

また、 医療対策事業においては、 深刻な医師不足の中、 医療資源の有効活用によ

る地域のがん医療水準の高度化につながるこ と から 、 事業実施にあたっ ては、 病院

の所在する市町村のみなら ず、 周辺市町村の協力を 得ながら 実施し ていく 。  

さ ら に、 子育て対策事業においては、 子ども の保健向上と 健やかな育成を図るた

め、 施設整備や医療費助成のみなら ず、 市町村や地域住民と の協働による総合的な

保健・ 医療・ 福祉施策を推進し ながら 、 家庭での子供の健康管理を サポート し てい

く 。  

「 人づく り を支える」 は、 老朽化対策や耐震対策等、 喫緊の課題と なっ ている学

校施設の整備を中心と するも のであり 、事業地域の住民の要望はも と より 地域の将

来を 担う 人材の育成において重要な教育環境の整備を図るも のである。  

施設の整備と 合わせ、 ソ フ ト 面の環境整備も 重要であるこ と から 、 学校管理者や

地域住民、 Ｐ Ｔ Ａ を中心に、 地域の自治会等の協力も 得ながら 、 学校周辺の安全安

心な環境づく り を進めていく 。  
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14 その他地域振興計画の実施に必要な事項 

  該当なし  
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